
郵便事業財政は、平成6年度から9年度まで4年間連

続して黒字を確保したものの、平成9年度下半期以降

の我が国経済の低迷の影響を受け、平成9年度は郵便

業務収入が戦後初めて前年度実績を下回った（図表）。

平成10年度以降も、郵便業務収入は減収あるいは伸

び悩み、様々な効率化施策の実施等により経費の節減

を図ったものの、平成10年度は625億円の赤字となり、

11年度は553億円、12年度は100億円と3年連続して赤

字を計上した。その後、効率化施策の効果が着実に現

れたことにより、平成13年度には9年度以来4年ぶりに

黒字を計上したが、平成14年度は、景気の低迷等によ

る引受郵便物数の減少等により、225億円の赤字を計

上した。

平成15年度においては、厳しい経営環境を踏まえ、

JPS（注1）の推進による生産性の向上や機械化・転力化、

運送委託費の削減等によりコスト削減に努め、損益の

改善を図った結果、263億円の黒字を計上した（注2）。
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郵便事業財政

平成15年度の郵便業務の利益は263億円を計上
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科目 

（参考） 

Ⅰ営業収益 
Ⅱ営業原価 
　　営業総利益 
Ⅲ販売費及び一般管理費 
　　営業利益 
Ⅳ営業外収益 
Ⅴ営業外費用 
　　 経常利益（又は経常損失） 
Ⅵ特別利益 
Ⅶ特別損失 
　　当期利益（又は当期損失） 

平成15年度 
19,666  
18,136  
1,530  
925  
605  
55  
205  
455  
43  
235  
263 

収益（Ⅰ＋Ⅳ＋Ⅵ） 
費用（Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅴ＋Ⅶ） 
当期利益（又は当期損失） 
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日本郵政公社「郵便2003」及び「郵便2004」により作成 

収益 
（対前年度増減率） 
　郵便業務収入 
　その他 
費用 
（対前年度増減率） 
　人件費 
　物件費 
　その他 
単年度損益 
累積損益 

23,138 
（－1.0％） 
21,403 
1,753 
22,940 
（2.3％） 
13,985 
7,384 
1,571 
198 
2,504 

 

22,365 
（－3.3％）  
20,591 
1,774 
22,990 
（0.2％）  
14,140 
7,312 
1,538 
－625  
1,879  

 

22,438 
（0.3％）  
20,605 
1,833 
22,991 
（0.0％） 
14,190 
7,344 
1,457 
－553  
1,326  

 

22,424 
（－0.1％）  
20,552 
1,872 
22,524 

（－2.0％） 
13,902 
7,133 
1,489 
－100  
1,226  

 

22,075 
（－1.6％）  
20,207 
1,868 
21,995 

（－2.3％） 
13,705 
6,848 
1,442 
80 

1,306 
 

21,673 
（－1.8％） 
19,582 
2,091 
21,898 

（－0.4％） 
13,566 
6,736 
1,596 
－225 
1,081 

 

（億円） 

（年度） 

（単位：億円） 

※　上記金額には、消費税等を含んでいない 

※　公社化に合わせ、企業会計原則に基づく会計処理に変更したことから、平成15年度の計数と平成14年度までの計数との単純比較はできない　 

198

80

263

－625

－100

－225

－553

図表 郵便事業損益（決算）の推移

（注1）JPS（JAPAN POST SYSTEM）とは、作業の標準化等に関して多くの民間企業で成果を上げているトヨタ生産方式を参考・応用することに
より、郵便物の引受け・取集から運送、配達までの全作業工程を見直し、郵便物が水のようによどみなく流れる仕組みを作り、その中でム
ダ・ムラ・ムリを徹底的に排除して、生産性の向上を図る取り組みのこと

（注2）公社化に合わせ、企業会計原則に基づく会計処理に変更したことから、平成15年度の計数と平成14年度までの計数との単純比較はできない



平成16年度における総引受郵便物数（内国郵便物数

と国際引受郵便物数の合計）は250億433万通（対前年

度比2.3％減）となっている（図表①）。

内訳は、内国郵便物数では、通常郵便物が234億

9,350万通（対前年度比5.3％減）と減少したものの、

小包郵便物は14億2,975万個（同104.8％増）となって

いる（図表②）。他方、平成15年度における国際郵便

物数では、国際引受郵便物数が、8,417万通（対前年

度比9.6％減）、到着物数が2億3,771万通（同10.7％減）

となっている（図表③）。
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平成16年度における総引受郵便物数は250億通
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図表① 総引受郵便物数の推移
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※　その他は、第三種・第四種・選挙及び特殊郵便物 
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第一種（封書） 第二種（はがき） 年賀 その他※ 

図表② 内国郵便物数の推移



2002年度における各国の総引受郵便物数を比較する

と、我が国は米国に次いで世界第2位である（図表④）。

しかし、2002年度における国民1人当たりの年間差出

郵便物数でみると、我が国は世界第16位であり、第1

位である米国の約31％となっている（図表⑤）。
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図表③ 国際郵便物数の推移
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図表④ 各国・地域の総引受郵便物数
（2002年度、上位20か国・地域）
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図表④、⑤　UPU（万国郵便連合）「郵便業務統計（2002年）」により作成 

図表⑤ 各国・地域の国民1人当たりの年間差出郵便物数
（2002年度、上位20か国・地域）



平成16年度末における郵便を取り扱う施設数は、郵

便局が24,678局（対前年度比0.1％減）となっている

（図表①）。

郵便局数について内訳を見ると、普通郵便局が

1,308局（対前年度比2局減）、特定郵便局が18,923局

（対前年度比12局減）、簡易郵便局が4,447局（同23局減）

となっている。また、普通郵便局及び特定郵便局につ

いて、集配局と無集配局の別で見ると、集配局が

4,726局（対前年度比66局減）、無集配局が15,505局

（同52局増）となっている（図表②）。

その他、平成10年6月から、民間運送業者と提携し、

郵便局ネットワークを活用して荷物（主に保冷荷物）

を郵便小包として届ける協力体制を築いている。この

ような業務提携を行っている事業者は、平成16年度末

現在16社となっている。

平成17年版　情報通信白書180

2
第

章

情
報
通
信
の
現
況

第

章
2

郵便局ネットワーク

郵便局数はほぼ横ばいで推移
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図表① 郵便を取り扱う施設数の推移

普通郵便局 

　（うち）集配局 

　（うち）無集配局 

特定郵便局 

　（うち）集配局 

　（うち）無集配局 

簡易郵便局 

　　合　　計 
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区別 
年度末 
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1,310 

1,262 
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図表② 郵便局数の推移



平成16年度末現在、信書便事業には、111社の特定

信書便事業者が参入している。また、平成16年度は70

社の特定信書便事業者の参入があった。
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特定信書便事業への参入数が増加
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図表① 特定信書便事業者数の推移（累計値）（平成16年度末）

役務種類別 事業者数 

80（17） 

48（  0） 

47（27） 

175（44） 

 

 

 

 

１号役務（長さ・幅・厚さの合計が90cmを超え、又は重量が4kgを超える信書便物を送達する役務） 

２号役務（信書便物が差し出された時から3時間以内に当該信書便物を送達する役務） 

３号役務（国内において、その料金の額が1,000円を超える信書便物を送達する役務） 

計 

※1　複数役務を提供する事業者がいるため、参入事業者とは一致しない 
※2　（　）内数字は、地域を越えて役務を提供するものを再掲（【例】福岡県→東京都、奈良県→東京都など） 
※3　3号役務については、引受地及び配達地のいずれかが外国にある信書便の役務の料金の額は、重量及び配達地に応じて異なる 
 

図表③ 役務種類別・参入事業者数内訳（平成16年度末）

合計 

111

沖縄 

1

九州 

6

四国 

0

中国 

10

近畿 

32

東海 

5

北陸 

4

信越 

4

関東 

45

東北 

2

北海道 

2

図表② 本社所在地別・参入事業者内訳（平成16年度末）


